ミャンマー（ビルマ）の昨今の人権状況に関する声明

　~人権侵害は継続している。日本のODA本格再開は早計~

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2011.10.17

　　　　　　　　　　　　　　　　国際人権NGOヒューマンライツ・ナウ

1  総選挙後のミャンマー(以下、ビルマ)の人権状況について

2010年11月の総選挙実施後のビルマにおいて、人権に関する新たな動きがみられる。　
アウンサンスーチー氏は総選挙後に釈放され、その後活動に一定の自由が保障されている。今年8月にはテインセイン大統領がアウンサンスーチー氏と対話するなど、同氏が政府関係者と会談がいくつか設定されている。
また、新政権は、9月5日にビルマに人権機関が発足したと公表しており、
9月13日には、国連人権理事会において発言し、人権に関する新政権の積極的姿勢を強調した。

しかし、ビルマにおける人権状況に現実に変化があったか否かは、指導者のパフォーマンスや政権のスポークスマンの発表する表向きの外交的言辞でなく、現実に人々に対して何が起きているか、に着目して評価されなければならない。
日本を本拠とする国際人権NGOヒューマンライツ・ナウ(HRN)は、新政権下で今もなお、極めて深刻な人権侵害が横行していることに深く憂慮し、新政権に対し、人権侵害の即時停止と抜本的な人権政策の転換のための具体的な措置の実行を求める。

そして、このような人権侵害が継続するなかで、日本政府を始めとする国際社会が安易に援助再開等の政策変更をしないよう要請する。

(1)政治犯の釈放・収容所における待遇について
2011年10月11日に、政府は、受刑者6359人に恩赦を与えることを宣言し、さらなる恩赦が予定されている。

しかし、ビルマの政治犯を支援する民間団体、Assistance Association for Political Prisoners (AAPP)によれば、 13日現在で釈放された政治犯は207人に留まり、著名な学生リーダーであるミン・コー・ナイン氏等、民主化運動の指導者は含まれていない。
14日段階でも222人の釈放が確認されたに過ぎず、
これは、ビルマの政治囚の約1割に過ぎない。

AAPPは今回の恩赦について「過去に恩赦を宣言した政権は、国際的な圧力を緩和するための形だけの恩赦を与えてきた。今回の恩赦も今までと変わらない」と述べる。
　
新政権には、全ての政治犯を釈放する計画を何ら有していない。そもそも現在に至るまで、政府は国内に政治犯が存在することを認めていない。
  
ビルマ政府が、外国政府に対して、「国内には政治犯は存在しない」と発言したことに対して、発言の撤回と政治犯の収容状態の改善を求めて政治犯がハンガーストライキを行ったが、ストライキは失敗し、ストライキを行った政治犯らが刑務所内で懲罰の対象となる事態となっている。

ビルマ全土に配置された政治犯収容所は、医療・衛生的に極めて劣悪であり、民主化活動家の多くが深刻な病状のまま放置されている。甚だしい人権侵害は続いている。

政府は、「政治犯」の存在を公式に認め、全ての政治犯を無条件に釈放するべきである。そして、釈放された政治犯が政治プロセスに参加できるよう、その表現・政治活動の自由を保障すべきである。
 (2)  表現の自由
政治犯が長期的な拘禁を強いられている根拠である治安立法の多くは、新憲法下において何ら見直しがなされていない。2008年憲法は「法律の範囲で」人権を保障することを認めるにすぎず、人権侵害を引き起こしている弾圧立法は温存されている。
1950年に制定された緊急事態法の廃止提案は8月下旬に議会で否決された。

こうしたなか、今も、平和的な政府批判や表現の自由の行使を根拠として、弾圧立法に基づき逮捕され、有罪判決を受ける市民は後を絶たない。
さらに新政権下の議会は、国の３つの理想（調和を崩壊させないこと、国の団結を分裂させないこと、国の主権を永続させること）
および2008年憲法に反する記事の出版と頒布を禁止する一連の通知を出した。具体的には民族間や宗教間の関係を傷つけるもの、平和と平穏を乱し、暴動を引き起こすもの、軍人の反乱を促すものや公の義務遂行を邪魔する等の表現活動の禁止である。このような状況下で、人々の表現の自由は脅威にさらされている。
(3)  少数民族の迫害
ビルマ国内では、深刻な人権侵害が続いている。
ビルマの複数の人権団体からは、2011年1月から6月までに、333件の深刻な人権侵害が報告されている。
　その内訳は、拷問62件、強制労働47件、殺人 12件、レイプ9件、少年兵のリクルート 25件恣意的・違法な逮捕・勾留24件、財産の没収・破壊　84件、強制失踪　1件、強制結婚　1件、強制移住10件、人身売買9件、表現・集会の自由の侵害 6件、政治運動の自由の侵害 19件等であるが、ビルマ全土の人権侵害の氷山の一角に過ぎないと考えられる。

　特に、国軍による少数民族に対する迫害の過程での人権侵害は深刻さを増している。
国軍は、少数民族に対する迫害・攻撃を強化し、少数民族への攻撃の一環としての超法規的殺害、拷問、少数民族女性へのレイプの被害は極めて深刻である。

　特にカチン州では、中国資本とビルマ新政権が共同して行うミトソネ(Myitsone)ダム建設に伴い、少数民族に対する人権侵害と弾圧が繰り広げられた。同ダムは、カチン族1万人以上の強制移住や深刻な環境破壊を伴うため、カチン族は話し合いによってこの建設を止めようとしたが、新政権はカチン族の声を無視して建設を強行し、それがひとつの引き金となって、国軍とカチン族との戦闘が勃発した。

　最近公表されたカチン女性団体の報告書 “Burma’s Covered Up War: Atrocities Against the Kachin People”は、今年6月9日に、17年間続いてきたカチン独立軍Kachin Independence Army (KIA)とビルマ政府の停戦が破られ、それ以降4か月の間に、国軍による意図的な少数民族への攻撃の結果として、深刻な超法規的殺害、拷問、性的暴力の被害が発生し、25,000人が国境に避難したと報告している。特に女性に対するレイプは深刻であり、戦闘開始後2か月間に37人の女性と少女がレイプされ、13人が殺害されたとされ、女性が孫の前でレイプされた挙句に殺害される等の残虐なケースも多数報告されている。

　　テインセイン大統領は、9月30日にダムの建設の凍結を宣言したが、大規模に展開したビルマ軍の人権侵害により、既に多くの人々が甚大な人権侵害の犠牲となっており、戦闘は今も継続されている。
(4)危機に晒される人権活動家
 　 治安立法によって人権尊重の活動をする団体は未だ合法と認められていない。そのため、人権団体が活動をすることは困難な状況である。軍事政権下で政治活動を理由に弁護士資格を剥奪された20人以上の弁護士が、未だ資格回復がなされないでいる。

(5) 少数民族と政府の対話
新政権は、民主化勢力の代表であるアウンサンスーチー氏との対話の姿勢を示す一方、少数民族との対話は実現していない。
少数民族は今、団結して政府と和平会談を進めようとしている。
少数民族グループををまとめるthe United Nationalities Federal Council (UNFC)は将来の政府との交渉準備のため和平会談グループを作った。UNFC の事務局である Nai Hang Tha は、「少数民族の平等な権利のための対話のためにこのグループは形成された。新政権に対して、真の連邦となるような新しい憲法改正についても話す予定である。また、少数民族地域における軍の攻撃をやめ国内全域の停戦を宣言するよう求めたい。アウンサンスーチーを含む中立的な人々を公約の証人として対話に同席するよう招待する予定である」と述べた。

ところが政府は、UNFCではなく、民族ごとに個別に対話をしようとしている。
8月18日、政府は各少数民族勢力に対して、連邦政府代表との対話に向けての第一歩として、州・管区レベル政府を最初の交渉窓口として和平交渉を行うよう、公式に推奨している。

しかし、少数民族勢力側は、個別対話には応じず、
 UNFCの交渉代表団と連邦政府の代表団が包括的に協議するプロセスを通して、民族問題を解決することを求めている。

政府が推奨する「民族ごとの個別の交渉」では、少数民族勢力の間に分断がもたらされ、公正な解決が図られず、国民的な和解にもつながらない危険性が高い。少数民族地域で横行する深刻な人権侵害を解決するためにも、新政権は、少数民族全体との対話に応じるべきである。
(6) 人権委員会の構成
　　新政権が2011年9月5日に発足したとされる人権委員会の構成は、15名中3名が大学教授である以外は、政府関係者、軍関係者であり、軍政の人権侵害について公にこれを否定するなどしてきた外交官等も含まれていると指摘されている。
　設置に当たっても市民社会との協議等はない。人権委員会がパリ原則に基づく独立した人権機関とは認めがたい。

(7)  まとめ

上述のとおり、ビルマ新政権トップの人権をめぐる一連の言動は、未だ、表向きの発言の域を出ず、現実の人権状況は未だ深刻である。そして、全土で続いている人権侵害には殺戮、拷問、レイプ等、最も深刻な人権侵害が含まれている。百歩譲って、新政権がこうした人権侵害を奨励していないとしても、人権侵害の停止を命じておらず、人権侵害に対する訴追、処罰、処分を講じていない。人権侵害に寛容であることは、人権侵害の黙示的な奨励に等しいと言わざるを得ない。

新政権は、まず、人権尊重に取り組む姿勢を現実のものとするため、以下のことを実現しなければならない。

1) すべての政治犯の即時釈放

2) 少数民族地域を中心とする、国軍、警察によるすべての人権侵害の停止を命ずること

3) 人権侵害、特に民間人の殺戮、レイプ、拷問に加担した全ての軍人・公務員を訴追・処罰すること

4) 民主化活動家の逮捕・弾圧・拷問・非人道的取扱いをただちにやめ、治安弾圧立法を即時に廃棄すること

5) 民主化勢力・人権団体・少数民族との対話を実施し、対立するすべての問題について、武力や弾圧ではなく、話し合いによる解決を進めること

6) 人権委員会を真に政府から独立したものとすること

2  日本政府のビルマ政策
日本政府は、2010年総選挙にあたり、「累次にわたりミャンマー政府に対し自由・公正で開かれた選挙を実施するよう働きかけ」を行ってきたが、「それにもかかわらず，こうした期待が選挙実　施に至るまで実現しなかったことは，誠に残念」との態度を表明した。

しかし、最近になって日本政府のビルに対する援助・外交政策は方向転換しているかのようである。まず、ODA政策が転換され、本年6月末の菊田真紀子政務官は、ビルマを訪問し、政府要人との会談において、ODA再開を伝えている。
　外務省は「我が国は，ミャンマーに対する経済協力について，民主化及び人権状況の改善を見守りつつ、民衆に直接裨益する基礎生活分野（ベーシック・ヒューマン・ニーズ）の案件を中心にケース・バイ・ケースで検討の上，実施することとした。」
との姿勢を示している。

そして、報道によれば、2011年10月21日に、外務大臣がODA再開を表明する予定とされ、今年度中に現地調査に入る見通しとされている。

しかしながら、新政権の人権重視の発言とは裏腹に、現実には、殺戮、拷問、レイプ等、最も深刻な人権侵害がビルマでは繰り広げられていることは既に述べたとおりである。

こうした深刻な人権侵害が構造的に生み出される状況が根本的に改善されない限り、ODAの本格再開は認められるべきでない。
　　

そもそも、日本政府が「基礎生活分野」として供与した援助に透明性が確保されない限り、現実に基礎生活分野に援助が使われたか否か担保することはできない。また、本来国の責務として担うべき「基礎生活分野」を日本政府が援助をすることで、国会財政の多くを軍や治安の強化に転用することとなれば、軍や治安による人権侵害を間接的に助長することとなる。個々の開発関連案件は少数民族地域の人々への迫害と結びつき、人権侵害と紛争を悪化させる恐れがあることは最近のカチンの紛争からも明らかである。さらに、日本が援助を本格解禁することは、ビルマ新政権を始め、アセアンなどの近隣諸国にも誤ったメッセージを送ることとなりかねない。

(1) HRNは、日本政府に対し、ビルマ政府が以下の要請を満たさない限り、ODAを本格再開するべきでないと考える。
1) すべての政治犯の即時釈放

2) 国軍、警察による少数民族地域等におけるすべての人権侵害の停止を命ずること

3) 民主化活動家の逮捕・弾圧・拷問・非人道的取扱いをただちにやめ、治安弾圧立法を即時に廃棄すること

4) 民主化勢力・人権団体・少数民族との対話を実施し、対立するすべての問題について、武力や弾圧ではなく、話し合いによる解決を進めること

5) 援助の透明性が確保されること

(2) 　HRNは、日本政府に、対ビルマへの国別援助方針策定プロセスおよび個々の案件について、ビルマ民主化勢力および日本の市民社会との協議を事前に行うことを求める。

3　　国際社会に対して

　　　国際社会は、ビルマ新政権に対し、人権保護促進の取り組みを進めるよう、支援・助長していくべきである。しかし、表面的・外交的な発言を額面通り受け取った対応では、真に人権保護促進を援助したことにはならず、被害は拡大するばかりである。

これまで見てきたとおり、新政権の人権重視の外交姿勢は、表向きの発言とパフォーマンスの域を出ず、現実には、最も深刻な人権侵害がビルマでは繰り広げられている。

国際社会は引き続き、ビルマで現実に何が起きているのかを監視し続け、国連総会決議等を通じて、全ての人権侵害の停止を求める強いメッセージを発し続けていかなければならない。

そして、主に少数民族地域で展開している深刻な人権侵害を抑止する最も効果的な道は、国連独立調査団(Commission of Inquiry)の派遣である。

長きにわたって続く不処罰の連鎖と拡大を断ち切り、真に人権侵害を根絶するために、HRNは、今年こそ、国連総会が、国連独立調査団(Commission of Inquiry)の派遣を含む総会決議を採択するよう求めるものである。
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「2003年5月30日にスー・チー女史がミャンマー政府によって拘束されて以降の状況に鑑み，我が国は，新規の経済協力案件については基本的に実施を見合わせた上で，例外的に緊急性が高く，真に人道的な案件等については，ミャンマーの政治情勢を注意深く見守りつつ，案件内容を個別に慎重に吟味した上で，順次実施することとし，加えて、2007年9月のデモに対する弾圧を受け，案件の一層の絞込みを行ってきた。その後，ミャンマー政府は2010年11月に総選挙を実施し，スー・チー女史の自宅軟禁措置を解除した。また2011年3月30日には民政移管が行われ，さらに，同年5月中旬には政治犯約50名を釈放した。これらは，不十分ながらも同国の民主化に向けた前向きな一歩であると考えられることから，同年6月，我が国は，ミャンマーに対する経済協力について，民主化及び人権状況の改善を見守りつつ、民衆に直接裨益する基礎生活分野（ベーシック・ヒューマン・ニーズ）の案件を中心にケース・バイ・ケースで検討の上，実施することとした。


� 朝日新聞2011年10月15日、http://www.asahi.com/international/update/1014/TKY201110140705.html


� 対ビルマODAはそもそも軍事政権当時から途切れることなく、続いており、今年度も人材育成奨学計画、中央乾燥地村落給水計画などが既に調印されているので、「再開」ではなく「本格再開」が予定されていると予想される。





